別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名: 家庭支援推進等事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護担当　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,448千円（前年度予算額：3,448千円）

	事業内容


	１　事業の内容


児童虐待は児童の心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えることに鑑み、児童虐待の早期発見・早期対応及び支援に努めることにより、児童の人権を擁護することを目的とする事業を展開する。
（１）家庭支援子ども電話相談運営事業
児童問題が複雑化、多様化している中、児童や家庭からの電話での相談を高度な専門知識や技術を有する相談員が行うことにより、家庭及び地域における児童の養育を支援する。
（２）児童虐待防止対策事業
児童虐待に対応するため、関係機関との連携を強化する。また、研修の受講により児童福祉司等が自らの専門性を高め、児童虐待問題への対応を迅速かつ的確に行う。同時に、児童館職員や民生児童委員・主任児童委員等の会議等への出前講座を実施し、児童に関わる関係者の知識・意識の向上を図る。
（３）児童館職員研修
児童館職員が健全な遊びを指導する知識のみならず、子どもが現在直面している問題を正確に把握し、地域の実情に応じた児童館活動ができるように研修を実施する。
（４）児童福祉施設職員研修
　児童養護施設職員をはじめとした児童福祉事業者を対象に、虐待など様々な問題について討議、研究することにより、資質の向上を図る。同時に里親、民生児童委員及び主任児童委員、子ども相談センター、福祉事務所、市町村等関係機関との連携を強化し、もって児童福祉の増進に資する。

（５）専門里親研修
　専門里親の認定及び継続を希望する者を対象に研修を実施する。

	２　所要経費


〇家庭支援子ども電話相談運営事業　　641千円
  ○児童虐待防止対策事業　　　　　　1,597千円
  ○児童館職員研修　　　　　　　　　　277千円
  ○児童福祉施設職員研修　　　　　　　787千円
　○専門里親研修
               　146千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
地域と一体となって、犯罪や暴力、事故の撲滅・防止を図り、安心して暮らせる地域をつくります。
	２　これまでの取組状況


家庭支援子ども電話相談室では、月平均160件（平成23年10月末現在）の子どもや保護者等からの幅広い相談に応じた。また、市町村等の関係機関との連携強化及び、市町村・子ども相談センター・児童館・児童福祉施設職員・里親に対する研修事業を実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


児童虐待への対応を強化しているところであるが、平成２２年度における岐阜県子ども相談センターが対応した児童虐待対応件数は６７２件と、依然として高い水準となっている。

より効果的な児童虐待防止対策を図るため、引き続き関係機関における児童相談体制の強化を図っていく。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	 3,448
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,448

	要求額
	3,448
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,448
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